
規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

租税特別措置法（相続
税法関係）
第７０条４～６

5100 5100140 東京都 14
事業用資産相続時の、
抜本的な軽減措置の導
入

中小企業者が相続するにあたり、
引き続き事業を継続していく場合
には、我が国の「農地に関する相
続税猶予制度」や欧州先進諸国の
制度に準じた包括的な軽減制度を
設けるなど、抜本的な軽減措置を
講ずること。

相続税の負担が、中小企業の経
営、特に事業の円滑な承継に大き
な影響を与えているため

租税特別措置法（相続
税法関係）
第７０条４～６

財務省

租税特別措置法（相続
税法関係）
第６９条の４
財産評価基本通達（相
続税法関係）
１１

5100 5100150 東京都 15

事業用相続時の、土地
の評価方法の見直し又
は土地の減額評価の実
施

①相続税路線価格の決定にあた
り、比較事例方式と収益還元方式
の選択適用を可能とすること。
②中小企業承継税制で評価減をし
ている特例を400㎡を超える部分
にも拡充すること。
③土地の評価額から、譲渡所得分
相当額を減額すること。

相続税の負担が、中小企業の経
営、特に事業の円滑な承継に大き
な影響を与えているため

租税特別措置法（相続
税法関係）
第６９条の４
財産評価基本通達（相
続税法関係）
１１

財務省

財産評価基本通達（相
続税法関係）
１７８－１８６

5100 5100160 東京都 16 事業用資産相続時の自社株評価方式の見直し

①同族会社の株式評価における類
似業種批准価格の減額率を引き上
げること。
②全ての会社に類似業種批准方式
のみによる評価の選択適用を可能
とすること。
③純資産価額方式での土地評価に
も、小規模宅地等の評価減額制度
を採用すること。

相続税の負担が、中小企業の経
営、特に事業の円滑な承継に大き
な影響を与えているため

財産評価基本通達（相
続税法関係）
１７８－１８６

財務省

法人税法第126条第150
条の2、同施行規則第
59条、第67条

5027 5027150
東京海上火災保
険㈱ 15 帳簿保存方法等の緩和

当初作成段階が紙による帳簿書類
等についても、電子ﾃﾞｰﾀによる保
存を認めてもらいたい。

保管コストの大幅削減

紙による保存は膨大な保管コスト
を要し、一方、現在技術レベルで
は紙で作成されたものを電子保存
しても「真実性、可視性、証拠能
力」に悖ることはない。

法人税法第126条第150
条の2、同施行規則第
59条、第67条

財務省

5029 5029290
(社)日本損害保
険協会 29 帳簿保存方法等の緩和

当初作成段階が紙による帳簿書類
等についても、電子ﾃﾞｰﾀによる保
存を認めてもらいたい。

保管コストの大幅削減

紙による保存は膨大な保管コスト
を要し、一方、現在技術レベルで
は紙で作成されたものを電子保存
しても「真実性、可視性、証拠能
力」に悖ることはない。

法人税法第126条第150
条の2、同施行規則第
59条、第67条

財務省

 f

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない。
また、財産評価基本通達は、相続
税法第２２条の「時価」の解釈及
び評価額の具体的な算定方法を示
しているものであり、納税者に何
らかの規制をかけるものでないこ
とから、検討要請事項の対象とは
なり得ない。

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

z0700010
事業用資産相続時の
軽減措置及び評価方
法の見直し

z0700020 帳簿保存方法等の緩
和

 f
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5008 5008040 オリックス㈱ 4 社債の源泉徴収制度の早期撤廃

社債等有価証券の円滑な流通を可
能にするため、法人の源泉徴収制
度を撤廃すべきである。

法人が受け取る社債利子について
は、「振替債」の場合は源泉徴収
の対象にならない旨決まっている
が、一方で社債等の振替システム
の立ち上げには、証券保管振替機
構のスケジュール上２００５年後
半以降になるものと想定されてい
るため、このままでは２年以上も
メリットを享受できない。我が国
の経済活性化のためには直接金融
市場に対して早急に税制面での措
置を行い、少しでも市場へ資金を
流入させることが不可欠であり、
振替債での取引を待つことなく早
急な実施が求められる。

租税特別措置法第8条
等 財務省

5034 5034140
(社)リース事業
協会 14

資本市場における円滑
な資金調達環境の整備
（１）社債の源泉徴収
制度の早期撤廃

・社債等有価証券の円滑な流通を
可能にするため、法人の源泉徴収
制度を撤廃すべきである。

・資本市場の活性化。

①ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの変化による金融商品
としての魅力低減～源泉徴収され
ると受取利息が当該期日に全額
入ってこないため、源泉徴収され
ない金融商品に比べ利回りが劣
化、源泉徴収される金融商品が敬
遠される。②源泉徴収されるされ
ないによるﾏｰｹｯﾄの分断～例えば
社債は、事業法人の場合は源泉徴
収され、金融法人の場合は源泉徴
収されない。このため、転売時
に、当初源泉徴収されたされな
かった（俗に課税玉･非課税玉と
言われる）によって転売先が限定
されてしまう(課税玉は課税先に
転売)。このようなﾏｰｹｯﾄの分断
が、社債ﾏｰｹｯﾄの拡大を阻害して
いる。③新たな金融商品の開発阻
害～金融商品の源泉徴収制度が基
本的に商品ごとの限定列挙方式の
ため、新たな金融商品を開発しよ
うとする場合、源泉徴収されるか
どうかが不明瞭で、税務ﾘｽｸがあ
るために新商品の開発を断念する
ｹｰｽがある。

（以下「その他」欄に続く）

租税特別措置法第8条
等 財務省

（「要望理由」欄より続く）

④課税法人と非課税法人～そもそ
も源泉徴収される法人とされない
法人があるのがおかしく平等に扱
うべきである。⑤法人が受け取る
社債利子については、「振替債」
の場合は源泉徴収の対象にならな
い旨決まっているが、一方で社債
等の振替システムの立ち上げに
は、証券保管振替機構のスケ
ジュール上２００５年後半以降に
なるものと想定されているため、
このままでは２年以上もメリット
を享受できない。我が国の経済活
性化のためには直接金融市場に対
して早急に税制面での措置を行
い、少しでも市場へ資金を流入さ
せることが不可欠であり、振替債
での取引を待つことなく早急な実
施が求められる。

z0700030 社債の源泉徴収制度
の早期撤廃

 f

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

租税特別措置法第8条
等
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5008 5008240 オリックス㈱ 24.1

自動車の生産・販売・
流通に伴って必要とな
る諸行政手続の電子化
の早期実現等

自動車の生産・販売・流通に伴っ
て必要となる諸行政手続（検査・
登録～国、車庫証明・納税～地
方、自賠責保険確認～国）等の電
子化は、規制改革推進3ヵ年計画
において、平成17年を目標に稼動
開始（平成15年目途に一部地方公
共団体で試験運用）となっている
が、これを実現するため、下記の
事項を含め早急に検討・具体化し
ていくこと。

①検査・登録等諸手続〇自動車の
検査・登録手続等の電子化〇軽自
動車の検査・届出手続等の電子化
〇納税証明書の添付に代わる電子
化の検討〇抹消・移転登録手続の
電子化

手続申請の電子化がなされていな
いため、その手続を申請もしくは
代行申請をする自動車関連業界
（自動車リース業界も含む）に多
大な負担を強いている。
リース会社の税の申告・納付事務
等は膨大であり、これらの事務作
業の効率化、円滑化の観点から、
電子化（書式の全国統一化）を図
る必要があると考えられる。
電子化の検討に際しては、利用者
の意見を充分に反映させることに
よって、電子化による混乱等が生
じないよう配慮する必要がある。

道路運送車両法、自動
車登録令、関係省令、
自動車の保管場所の確
保等に関する法律、関
係政省令、自動車重量
税法、関係政省令、自
動車損害賠償保障法、
関係政省令、地方税
法、関係政省令、地方
自治体条例　等

国土交通省
財務省
総務省
警察庁

5008 5008240 オリックス㈱ 24.2

②自動車取得税の納付手続〇納付
手続の電子化

③自動車税・軽自動車税納付及び
還付手続〇納付及び還付手続の電
子化 〇電子化に向けた納付
及び還付手続の合理化〇納税に係
る行政と所有者の有する電子情報
の交換

④重量税納付手続等〇納付手続等
の電子化

⑤保管場所証明申請手続〇申請手
続の電子化及び電子化に向けた申
請手続の全国統一化〇電子化に向
けた添付書類の簡素化等

⑥自賠責保険付保〇付保手続の電
子化及び電子化に向けた手続の合
理化

国土交通省
財務省
総務省
警察庁

5008 5008240 オリックス㈱ 24.3

⑦所有者に対する所有自動車に係
る登録事項等の電子的開示

なお、試験運用を行う際、大量の
自動車を所有するリース会社の事
務手続等を考慮して、その運用に
当たっての検討等を行うこと。

国土交通省
財務省
総務省
警察庁

5034 5034030
(社)リース事業
協会 3

自動車の生産・販売・
流通に伴って必要とな
る諸行政手続の電子化
の早期実現等

・自動車の生産・販売・流通に
伴って必要となる諸行政手続（検
査・登録～国、車庫証明・納税～
地方、自賠責保険確認～国）等の
電子化は、規制改革推進3ヵ年計
画において、平成17年を目標に稼
動開始（平成15年目途に一部地方
公共団体で試験運用）となってい
るが、これを実現するため、下記
の事項を含め早急に検討・具体化
していくこと。　①検査・登録等
諸手続〇自動車の検査・登録手続
等の電子化〇軽自動車の検査・届
出手続等の電子化〇納税証明書の
添付に代わる電子化の検討〇抹
消・移転登録手続の電子化　②自
動車取得税の納付手続〇納付手続
の電子化　③自動車税・軽自動車
税納付及び還付手続〇納付及び還
付手続の電子化〇電子化に向けた
納付及び還付手続の合理化〇納税
に係る行政と所有者の有する電子
情報の交換　④重量税納付手続等
〇納付手続等の電子化

（以下「具体的事業の実施内容」
欄に続く）

（「具体的規制改革要望内容」よ
り続く）

⑤保管場所証明申請手続〇申請手
続の電子化及び電子化に向けた申
請手続の全国統一化〇電子化に向
けた添付書類の簡素化等　⑥自賠
責保険付保〇付保手続の電子化及
び電子化に向けた手続の合理化
⑦所有者に対する所有自動車に係
る登録事項等の電子的開示・な
お、試験運用を行う際、大量の自
動車を所有するリース会社の事務
手続等を考慮して、その運用に当
たっての検討等を行うこと。
－・－・－・－・－・－・－
（具体的事業の実施内容）
・電子化により、申請項目の共通
化・統一化と申請に必要な添付書
類の削減化ができれば、自動車関
連業界の生産・販売・流通に係わ
る申請及び手続代行コストは大幅
に軽減され、その軽減分を直接部
門へ投入することで新たな自動車
リース市場の開拓が促進され、経
済活性化に資する。

・手続申請の電子化がなされてい
ないため、その手続を申請もしく
は代行申請をする自動車関連業界
（自動車リース業界も含む）に多
大な負担を強いている。・リース
会社の税の申告・納付事務等は膨
大であり、これらの事務作業の効
率化、円滑化の観点から、電子化
を図る必要があると考えられ
る。・電子化の検討に際しては、
利用者の意見を充分に反映させる
ことによって、電子化による混乱
等が生じないよう配慮する必要が
ある。

道路運送車両法、自動
車登録令、自動車の保
管場所の確保等に関す
る法律、自動車重量税
法、自動車損害賠償保
障法、地方税法、地方
自治体条例　等

国土交通省
財務省
総務省
警察庁

参考資料・「自動車保有関係手続
のワンストップサービスのグラン
ドデザイン」（平成14年8月 自動
車保有関係手続のワンストップ
サービス推進関係省庁連絡会
議）・「自動車保有関係手続のワ
ンストップサービスシステム要件
定義の概要」（平成15年4月 警察
庁、総務省、国税庁、国土交通
省）

z0700040

自動車の生産・販
売・流通に伴って必
要となる諸行政手続
の電子化の早期実現
等

①道路運送車両法第7
条、第12条、第13条、
第15条、第59条、第62
条、第97条の2第1項
②地方税法第699条の
11 ③地方税法第151
条、第151条の2、第
152条 ④自動車重量
税法第8条、第10条、
第10条の2 ⑤自動車
の保管場所の確保等に
関する法律第4条、第5
条、第6条、第7条、第
13条 ⑥自動車損害賠
償保障法第9条 ⑦道
路運送車両法第22条及
び平成13年11月6日付
け国自管61号通達「登
録事項等証明書交付請
求者及び自動車検査証
再交付申請者等に対す
る本人確認の実施につ
いて」

自動車保有関係手続は、自動車の
検査・登録を受けるために、運輸
支局等の他、市役所等、警察署、
都道府県税事務所等、それぞれの
行政機関に出向いて手続を行う必
要がある。

ｂ Ⅰ

①自動車保有に関する手続（検
査・登録、保管場所証明、自動車
関係諸税等の納付等）のワンス
トップサービスよる電子化につい
ては、平成１７年を目標にシステ
ム稼働を目指すこととしている。
このワンストップサービス化に
よって複数の行政機関に出向くこ
となく、各行政機関への手続が一
括して行えることとなり記入事項
の一本化等、申請手続の合理化が
図られることとなります。その
際、入力項目を集約した申請画面
や税・手数料のまとめ払いといっ
た大量に自動車を保有する方にも
配慮した仕組みを設ける方向で検
討しているところ。
　また、平成１５年度には、一部
地域でシステムの実用化に係る試
験運用を行う予定。
　軽自動車についてワンストップ
サービス化する際には、軽自動車
検査協会で現在独自に行われてい
る事務手続についても接続のイン
ターフェイスを統一化すること等
により、申請者負担の軽減が図ら
れるようにする方向で検討してい
るところ。
⑥自賠責保険の付保確認は電子的
に行う方向で検討している。
⑦今後ワンストップサービスの検
討を進めるにあたって、その具体
的な対象範囲については、ご提案
の趣旨を理解しつつ、利便性の向
上や個人情報の保護等の観点から
検討する。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5014 5014020
(社)関西経済連
合会 2 税関臨時開庁手数料の廃止

平日９：００～１７：００以外に
税関へ臨時開庁を申請する場合に
は、臨時開庁手数料を支払う必要
がある。構造改革特区（国際交流
特区）の認定により、臨時開庁手
数料が半減されたが、さらに活性
化を図るため廃止する。

臨時開庁手数料の廃止により、貨
物事業者の経済的負担が軽減さ
れ、夜間時間帯の利用頻度が増
し、関空の24時間空港としてのメ
リットを最大限活かすことができ
る。

関税法 財務省 ［新規要望］（関西国際空港活性
化のための規制緩和要望）

5073 5073180
(社)日本自動車
工業会 18 臨時開庁についての承認手数料

電子処理される実態に鑑み、税関
手数料を無料若しくは、それに近
い低廉な料金に設定していただき
たい。
また、平成１４年６月２５日に閣
議決定された「主要港湾における
２４時間フルオープン化」が積極
的に推進される中、併せて、税関
手数料を撤廃して頂きたい。

税関の執務時間外に輸出入申告を
行う場合、税関職員の執務時間に
応じ臨時開庁手数料を納付する必
要がある。しかしながら、現在の
輸出入申告は、その殆どが書面に
よらず、「電子情報処理組織によ
る税関手続きの特例等に関する法
律」に基づく海上貨物通関情報処
理システムSｅａ－NACCS（海
上）、航空貨物通関情報処理シス
テム　Aｉｒ－NACCSにより、電子
処理される申告が太宗をしめてい
る。

電子情報処理にあっては、税関職
員に代わり、電子処理されるので
これに対して手数料金を納付する
ことは制度の趣旨に沿わない。

税関関係手数料令 財務省

5073 5073080
(社)日本自動車
工業会 8

リタ－ナブルラック／
容器の輸入手続き簡素
化

仮に通関等のリ－ドタイムが１日
でも短縮されると、その分の回転
率が向上するとともに、管理コス
トの低減が図れる。船のコンテナ
は既にチップを埋め込み移動情報
をリアルに把握できるようになっ
ており、いずれエンジンラックな
どにも同様の物流ITが展開される
と予想する。
従って、これらリタ－ナブルラッ
ク／容器の輸入手続きの簡素化・
リ－ドタイム短縮をお願いした
い。

現在輸出KD/補用品などは環境問
題対応から、従来の木箱/ダンボ
－ルに代えてリタ－ナブルなもの
を使用する割合が年々増加してい
る。

しかしながら、リタ－ナブルラッ
ク／容器の手当て/保管/保有のコ
ストは膨大である。

関税定率法第１４条１
項１１号
関税定率法施行令第１
６条第１項

財務省

5099 5099030
名古屋港管理組
合 3

通い箱の再輸入手続き
の許可制を届出制へ移
行

通い箱の再輸入手続きについて、
許可行為を必要しない届け出制へ
移行する。

通い箱については、関税法第14
条、第10項及び第11項により再輸
入貨物として無条件免税が適用さ
れているが、再輸入の際、輸入許
可が必要となっている。
この再輸入手続を、品名と数量の
みを輸出許可書添付の上、税関に
届け出る、といった程度に簡素化
することを要望する。（従来どお
り、予め仕様書、写真などを税関
に届け出でる。）
届出制にすることで、通い箱の反
復使用がさらに高まり、相当程度
の環境負荷の軽減が望める。昨年
の京都議定書の批准を経て、産業
界に対する環境面での更なる積極
的な取組みが求められていること
からも、物流の容器のリターナブ
ル化を積極的に支援する必要があ
る。

関税法67条 財務省

z0700050 税関臨時開庁手数料
の廃止

z0700060 通い容器の再輸入手
続の簡素化

b

税関の執務時間外に臨時の執務を
求めようとする者は、税関長の承
認を受け、必要な手数料を納付し
なければならない。

Ⅳ  

関税法第98条、
第100条第１項第４号

関税定率法第１４条第
１項第１０号及び第１
１号
関税定率法施行令第１
６条第１項

輸入申告の際に、当該貨物の輸出
の許可書又はこれに代わる税関の
証明書をその輸入地を所轄する税
関長に提出しなければならない。

b

１．臨時開庁は、税関の執務時間
外に輸出入手続を行いたいとする
申請者の求めに応じ、特に職員を
配置して当該手続を行うものであ
ることから、これに伴い発生する
行政ｺｽﾄは、受益者である申請者
自身が負担すべきものとの観点か
ら、臨時開庁手数料を徴収してい
る。
　なお、臨時開庁手数料について
は、今年４月から構造改革特別区
域において、その額を２分の１に
軽減したところである。

２．今後とも、平日夜間、土・日
曜日の通関需要を踏まえ、構造改
革特別区域での効果等を見つつ、
臨時開庁手数料の費用負担のあり
方について検討することとした
い。

　通い容器の輸入申告手続に係る
簡素化に関する具体的な改善要望
を聴取のうえ、実務面において対
応が可能であるかを検討すること
としたい。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5009 5009140 ソニー㈱ 14 機上通関及び船上通関の実現

効率的な通関体制の整備をさらに
進めるため、機上及び船上での通
関手続を可能として欲しい。

企業にとって、顧客ニーズへの迅
速な対応や、在庫圧縮も含めたコ
スト削減の必要性が高まっている
が、そのためには物流の効率化が
不可欠と考える。機上及び船上で
の通関体制を整え、何時でも通関
ができる体制を整備することによ
り、リードタイムの短縮や輸配送
のメニューの拡大を通じて、企業
にとって最も効率的な輸配送を実
現することができる。

関税法、電子情報処理
組織による税関手続き
の特例等に関する法律

財務省

5009 5009180 ソニー㈱ 18 保税地域搬入制の適用除外の拡大

保税地域搬入制の適用除外を拡大
し、貨物を保税地域に入れること
なく輸出入の申告ができるように
していただきたい。

現在は基本的に保税地域への搬入
確認後でないと輸出入の申告がで
きない。搬入・搬出に要する時間
が物流リードタイム短縮のネック
の一つになっている。

・関税法第３０条、第
６７条の２
・関税法施行令第５９
条の３
・通達(航空貨物通関
情報処理システムを利
用した航空貨物の到着
即時輸入申告扱いにつ
いて)

財務省

5009 5009190 ソニー㈱ 19
輸出入手続きにかかる
予備申告と本申告との
一本化

予備審査制度（貨物の日本到着前
に輸入関係書類を税関に提出し、
書類審査を受ける）によって、税
関審査を要しないと判断された貨
物は、貨物到着後に行う輸入申告
を不要とし、システム上、自動的
に本申告をしたものとみなして輸
入許可を与えていただきたい。ま
た、海上輸出貨物について、工場
でコンテナに詰め込む以前に予備
申告を行った貨物は、貨物輸出港
への到着が確認された時点で輸出
許可を認め、保税地域への輸出搬
入後に行う輸出申告を不要として
いただきたい。

予備申告の手続きを行いながら、
貨物の到着後に再度本申告として
書面の提出を求めることは事業者
に多大の負担を課している。予備
申告による審査で許可を得た場合
には、貨物の到着によって自動的
に本申告の手続きを完了したもの
と扱い、手続きの軽減を図ってい
ただきたい。

・通達（予備審査制に
ついて・基本通達６７
－１－２０） 財務省

5073 5073200
(社)日本自動車
工業会 20 海上輸出貨物予備審査制の充実

搬入以前に予備申告を行い、搬入
次第即許可となる制度を設けて頂
きたい。

輸出コンテナ扱いが予備審査制の
意味合いを含むこととなっている
が運用上、厳密な予備審査とはい
えない部分があり、本申告した後
から本格的な審査になる場合もあ
る。

CY搬入に際し、ゲート混雑から予
定通り搬入できない場合も有り搬
入後の本申告では時間的に間に合
わない場合がある。

関税法 財務省

保税地域搬入制の適
用除外の拡大

z0700080
輸出入手続きにかか
る予備申告と本申告
との一本化

z0700070 a,d Ⅱ,Ⅳ

１．貨物の迅速な引き取りを可能
とする観点から、①本船入港前で
あっても予備的に輸出申告（航空
貨物のみ）又は輸入申告を行うこ
とを認め、税関の書類審査を事前
に受けることができる予備審査制
度の導入、②航空貨物通関情報処
理ｼｽﾃﾑ（航空NACCS）を利用した
到着即時輸入許可制度の導入等を
行なっており、リスクが低い航空
貨物については、事実上、事前申
告・即時引取りを可能とする仕組
みとなっている。

２．また、③平成１５年９月に
は、海上貨物についても、海上貨
物通関情報処理システム（海上
NACCS）を利用した到着即時輸入
許可制度を導入するとともに、④
平成１５年度中に、海上輸出貨物
についても予備審査制度を導入す
ることとしている。

関税法第67条、
予備審査制について
（通達）
航空貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）、
海上貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）

貨物を輸出又は輸入しようとする
者は、品名、数量等を税関長に申
告し、貨物につき必要な検査を経
て、その許可を受けなければなら
ない。

d

　予備申告から本申告への切り替
えは、ＮＡＣＣＳにより自動的に
行うことができ、再度本申告とし
て書面の提出を求めることはな
い。
　また、平成１５年度中に、海上
輸出貨物についても予備審査制度
を導入することとしている。
　なお、予備申告は、輸出申告又
は輸入申告が行われる前に関税法
の運用上認められた制度であり、
法令上の権利、義務を発効させる
ためには本申告が必要である。

関税法第67条の２
関税法施行令第59条の
３

輸出申告又は輸入申告は、原則と
してその申告に係る貨物を保税地
域に搬入した後に行うこととなっ
ている。
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5036 5036030
(社)日本船主協
会 3 港湾・輸出入手続き等の一層の簡素化

全ての港湾・輸出入関連手続を対
象として、申請の必要性が失われ
たもの、申請の中で削除できる項
目、さらに省庁間に共通する項目
の標準化、統一化できるものを抽
出した上で、申請手続を徹底的に
削減・簡素化するよう要望する。

現在、港湾・輸出入手続に関係す
る各省庁は、2003年度のできるだ
け早い時期に港湾・輸出入手続の
シングルウィンドウ化を実現すべ
く作業を進めているところである
が、これは単に既存のシステムが
接続されただけのものであり、予
てより当協会をはじめとする産業
界が要望してきた諸手続の見直し
および簡素化を反映したものとは
なっていない。
従って、シングルウィンドウ・シ
ステムの稼働後であっても、全て
の申請手続きについて、ゼロベー
スで見直しを行うとともに、関係
官公庁による情報の共有化を可能
とするよう関連法制度の整備に努
めるべきである。

関税法、電子情報処理
組織による関税手続の
特例に関する法律、コ
ンテナ特例法、出入国
管理及び難民認定法等

財務省
国土交通省
経済産業省
法務省
厚生労働省
農林水産省

5102 5102560
(社)日本経済団
体連合会 56

輸出入・港湾諸手続の
簡素化促進およびワン
ストップサービスの実
現

2003年7月に、輸出入・港湾関連
手続のシングルウィンドウシステ
ムが供用開始されることは評価で
きるが、各種申請の見直しや現行
の申請書類の徹底した簡素化な
ど、電子化に先立って行うべき輸
出入・港湾諸手続全般の業務改革
（BPR）については甚だ不十分で
ある。
シングルウィンドウ化に当たって
は、まず、（1）民間事業者の意
見聴取に基づき、提出の必要性が
疑われる申請を徹底的に抽出する
こと、（2）申請の中で削除でき
る項目を可能な限り削除するこ
と、（3）省庁間での共通項目を
標準化、統一化すること、が必要
不可欠である。その上で、全ての
手続きを統合し、１回の入力・送
信で複数の申請を可能とするシス
テムを整備すべく、全関係省庁は
内閣官房のリーダーシップのもと
連携・協議を重ねながら、このＢ
ＰＲを遂行すべきである。

（以下「具体的事業の実施内容」
欄に続く）

（「具体的規制改革要望内容」よ
り続く）

さらに、信頼性が高い荷主の包括
事前審査適用貨物については、包
括事前審査制度の有するコンプラ
イアンスの趣旨に鑑み、検査を極
力簡素化するとともに、現行制度
の可能な限りの運用弾力化を図る
など、物流効率化の促進を図られ
たい。

例えば、シングルウィンドウ化に
より、複数の官庁で共通する手続
について同時に送信することが可
能となったものは、入・出港届
等、ほんの一握りに過ぎず、従来
通りの紙ベースでの手続きが数多
く残されているのが現状である。
このままでは、シングルウィンド
ウシステムの運用が開始されて
も、輸出入・港湾諸手続の簡素
化、物流効率化、ひいては産業競
争力の強化につながらないことが
懸念される。

関税法
電子情報処理組織によ
る税関手続の特例等に
関する法律

財務省
国土交通省
経済産業省
法務省
厚生労働省
農林水産省

5027 5027210
東京海上火災保
険㈱ 21

盗難自動車の海外不正
流出防止のための旅具
通関対象の制限

貿易管理令改正基本通達改正（旅
具通関制度の廃止ないしは台数削
減）

盗難車の多くは海外へ不正輸出さ
れていると考えられており、改正
により盗難保険金が削減する可能
性がある。（定量的評価は困難で
はあるが）当社では、盗難車両保
険金（全損）は９０億円であり、
仮に１％削減された場合は9000万
円の効果となる。

自動車３台を船員旅具とすること
は不自然であり盗難車の不正輸出
の温床になっているとの疑念あ
り。買い付けのための機構も多
く、船員相手の個人販売業者も存
在している。

輸出貿易管理令関税法
基本通達６７－２－
７、同通達６７－２－
２

財務省

5029 5029320
(社)日本損害保
険協会 32

盗難自動車の海外不正
流出防止のための旅具
通関対象の制限

貿易管理令改正基本通達改正（旅
具通関制度の廃止ないしは台数削
減）

盗難車の多くは海外へ不正輸出さ
れていると考えられており、改正
により盗難保険金が削減する可能
性がある。（定量的評価は困難で
はあるが）ある社の例では、盗難
車両保険金（全損）は９０億円で
あり、仮に１％削減された場合は
9000万円の効果となる。

自動車３台を船員旅具とすること
は不自然であり盗難車の不正輸出
の温床になっているとの疑念あ
り。買い付けのための機構も多
く、船員相手の個人販売業者も存
在している。

輸出貿易管理令関税法
基本通達６７－２－
７、同通達６７－２－
２

財務省

z0700090

輸出入・港湾諸手続
の簡素化促進及びワ
ンストップサービス
の実現

z0700100
盗難自動車の海外不
正流出防止のための
旅具通関対象の制限

税関における盗難自動車の水際取
締策は、平成１３年２月、警察と
の各種情報交換を始めとする協力
体制を整備し、平成１３年７月か
ら旅客等が携帯して輸出する自動
車については、他の旅具通関とは
異なり口頭申告を認めず、書面に
より申告させることとした。その
後、審査･検査に際しては可能な
限り抹消登録証明書原本の提示を
求めるなど各種対策を講じてお
り、旅具通関、一般の輸出通関の
別を問わず盗難自動車の不正輸出
を発見、摘発している。
更に、平成１４年７月に公布され
た道路運送車両法の一部改正法に
より、中古自動車を輸出しようと
する者は、輸出申告に際し旅具通
関、一般の輸出通関の別を問わず
輸出抹消仮登録証明書原本の提示
が義務付けられるなど、一層の対
策強化が図られることとされてお
り、現在、関係省庁と連携しつつ
施行に向けて準備を進めていると
ころである。
したがって、盗難自動車の不正輸
出防止において、現行旅具通関基
準の廃止ないし台数削減は必要な
いものと考える。
今後とも、これら各種の施策を通
じて水際取締策の一層の強化を
図っていく。

関税法第15条、第17
条、第67条、第70条、
電子情報処理組織によ
る税関手続の特例等に
関する法律第３条、統
計法第５条、港湾調査
規則第７条、第９条、
当

　関税法以外の法令の規定によ
り、輸出入に関して許可、承認が
必要な場合には、輸出入申告の際
に当該許可、承認を受けている旨
を税関に証明しなければならな
い。
　外国貿易船の開港への入出港に
際し、関税法の規定により入出港
手続に係る書類を税関に提出しな
ければならない。
　なお、港湾統計作成のため、船
社等に都道府県知事に対する資料
の提出が義務付けられている。

b Ⅰ

１． 輸出入・港湾関連手続のシ
ングルウィンドウ化については、
関係府省と連携、協力しつつ、平
成15年７月23日にこれを実現し
た。

２． シングルウィンドウ化に当
たっては、利用者にとって使いや
すく、運用に当たってコストが低
く、国際標準にも配慮し、手続面
で簡素なシステムを構築するよう
取り組んできたところであり、対
象手続の提出時期の統一や共通項
目の標準化、統一化を図るととも
に、各行政機関がそれぞれ求めて
いる手続の申請・届出時におい
て、必要項目を入力する際、既に
登録した情報を利用することで、
重複入力を回避することを可能と
している。さらに、港湾統計にお
いて、船社等から都道府県知事に
提出が義務付けられている資料に
ついて、平成15年４月よりNACCS
の積荷目録情報の活用が可能と
なった。

３． また、これまでシングル
ウィンドウ化に関する説明会を全
国６カ箇所で開催するなど、民間
利用者の意見聴取にも努めてき
た。

４． 手続の徹底した見直しにつ
いては、今後とも、各種手続の必
要性を逐次検討し、その見直しが
必要なものについては、適宜、措
置していくこととしている。

関税法第６７条
関税法施行令第５８条
関税法基本通達６７－
２－７、同通達６７－
２－８

本邦から出国する旅客又は船舶若
しくは航空機の乗組員（以下、
「旅客等」という。）が携帯して
輸出する自動車については一人３
台まで、３台を超える場合は総価
額が３０万円程度以下のものに限
り旅具通関を認めている。（これ
を超えた場合には一般の輸出手続
が必要）
しかし、旅客等が携帯して輸出す
る自動車については、他の旅具通
関とは異なり口頭申告を認めず、
「輸出・輸入託送品（携帯品・別
送品）申告書」２通を提出するこ
とにより申告させ、輸出を許可し
たときには１通を許可書として申
告者に交付している。

ｄ Ⅳ
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z0700120

通関における臨時開
庁申請手続の廃止な
らびに費用負担の撤
廃

関税法第98条
第100条第１項第４号

税関の執務時間外に臨時の執務を
求めようとする者は、税関長の承
認を受け、必要な手数料を納付し
なければならない。

c,b

１．　臨時開庁の承認申請があっ
た場合には、税関長は、税関の事
務の執行上支障があると認めると
きを除き、その承認を行ってい
る。また、税関の執務時間外にお
ける事務の執行上支障がないよう
通関体制の整備に取り組んでいる
ところである。ただし、臨時開庁
が要請された場合に、税関が実務
上対応可能か否かを判断するため
に承認手続は必要である。
２．また、臨時開庁は、税関の執
務時間外に輸出入手続を行いたい
とする申請者の求めに応じ、特に
職員を配置して当該手続を行うも
のであることから、これに伴い発
生する行政ｺｽﾄは、受益者である申
請者自身が負担すべきものとの観
点から、臨時開庁手数料を徴収し
ている。
　なお、臨時開庁手数料について
は、今年４月から構造改革特別区
域において、その額を２分の１に
軽減したところである。
３．今後とも、平日夜間、土・日
曜日の通関需要を踏まえ、構造改
革特別区域での効果等を見つつ、
臨時開庁手数料の費用負担のあり
方について検討することとした
い。

5009 5009130 ソニー㈱ 13
通関における臨時開庁
申請手続の廃止ならび
に費用負担の撤廃

　港湾・空港の２４時間体制の前
提となる税関の稼働時間は原則、
月曜日～金曜日8：30～17：00と
なっており、時間外に輸出入通関
を行う場合には「臨時開庁」を申
請する必要があるほか、費用負担
が発生する。そこで通関の原則24
時間３６５日体制を実現する為、
申請手続きの廃止、費用負担の撤
廃をお願いしたい。

企業にとって、顧客ニーズへの迅
速な対応や、在庫圧縮も含めたコ
スト削減の必要性が高まっている
が、そのためには物流の効率化が
不可欠と考える。現状では、一応
は２４時間の通関が可能となって
いるが、臨時開庁の申請手続きや
費用負担が必要となり、利便性が
低く、リードタイムの点からもコ
スト増となってしまう。

・関税法　第98条、
100条 財務省

z0700130
通関情報処理システ
ム審査区分１の貨物
の手続き緩和

関税法第67条、第68条
第１項、
電子情報処理組織によ
る税関手続きの特例に
関する法律施行令第４
条、
航空貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）、
海上貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）

輸出申告又は輸入申告に際して
は、輸出申告書、輸入申告書及び
仕入書等関係書類を提出しなけれ
ばならない。

b Ⅳ

　海上貨物通関情報処理システム
（海上NACCS）で行われた輸出入
申告に係る申告控については、平
成15年７月下旬からの提出を省略
することとしている。
また、航空貨物通関情報処理シス
テム（航空NACCS）で行われた輸
出入申告に係る申告控について
も、平成15年度中に提出を省略す
ることとしている。

5009 5009150 ソニー㈱ 15
通関情報処理システム
審査区分１の貨物の手
続き緩和

通関情報処理システム（ＮＡＣＣ
Ｓ）による輸出入申告等の手続き
において、システムによる審査で
自動的に許可された申告（輸出入
申告の審査区分１）は、その時点
で手続きを完了したものとし、以
後の税関での申請等を不要として
いただきたい。

通関情報処理システム上、区分１
（即時許可）の許可対象は、そも
そも審査官により事後点検を要し
ないで済む貨物を選定すべくプロ
グラムされており、区分１で許可
された貨物は、この段階で手続き
を完了させることが適当と考え
る。システム上許可されているに
も関わらず、別途事業者に税関で
の申請等を課すことは、事業者へ
の負担が大きい。

・電子情報処理組織に
よる税関手続きの特例
に関する法律第２条、
３条
・電子情報処理組織に
よる税関手続きの特例
に関する法律施行令第
４条
・通達（システム導入
官署における輸出通関
事務処理体制につい
て）
・通達（システム導入
官署における輸入通関
事務処理体制につい
て）

財務省

z0700140
通関業許可を受けた
営業所への通関士必
置規定の緩和

通関業法第13条第１
項、通関業法施行令第
４条

通関業者は、専任の通関士を置か
ないことについて税関長の承認を
受けた場合を除き、通関士を置か
なければならないとされる営業所
ごとに、専任の通関士一人以上を
置かなければならないこととなっ
ている。

d

　営業所の通関業務の量、兼務し
ようとする通関士の他の兼務の状
況等を勘案し、税関長が承認した
場合には、専任の通関士を置かな
いことができることとしている。
また、通関業務を一切行わない営
業所は通関業法上の営業所とする
必要はなく、通関士を必置する必
要はない。
　ただし、貨物検査の際の立会い
など現場で行われるものも含めて
通関業法によって必要とされる業
務を通関業法上の営業所で全て処
理する体制の整備が必要となる。

5009 5009160 ソニー㈱ 16
通関業許可を受けた営
業所への通関士必置規
定の緩和

通関業務を行う通関士は、通関業
務を行う営業所ごとへの設置が必
要だが、輸出入者の本社で輸出入
情報を集中管理している場合など
には専任の通関士をその場所に置
く代わりに、各営業所への設置要
件を緩和していただきたい。

複数の営業所で通関士の行う通関
業務量は一定ではない。通関士を
一つの場所に集めそこで全国の通
関業務を行う事は十分可能であ
り、それにより業務の平準化及び
従事人員の削減も可能となる。特
に輸出入者の本社で輸出入情報
（別表第１等）を集中的に管理し
ている場合、専任の通関士もその
場所にいることがその専門性を発
揮するのに最適である。また、通
関士の異動届も、その都度、代表
取締役印を押印しての届出制と
なっており手間がかかるが、この
規制緩和により、異動届に要する
事務手続きの煩雑さも緩和され、
生産性向上による業務スピードの
向上が期待される。

・通関業法第４条、１
３条
・通関業法施行令第４
条、９条

財務省

z0700150 免税コンテナの国内
運送届出の緩和

コンテナに関する通関
条約及び国際道路運送
手帳による担保の下で
行なう貨物の国際運送
に関する通関条約の実
施に伴う関税法等の特
例に関する法律第８条

　貨物を詰めて輸入された免税コン
テナが当該貨物の取出地から輸出
貨物の詰込地まで通常の経路によ
り運送される間においては、届出を
行うことにより、１回に限り国際運送
以外の運送（国内運送）に供するこ
とができる。

ｄ -

　免税コンテナの国内運送の届出
は、本年５月より、インターネッ
ト接続されている「税関手続申請
システム（ＣｕＰＥＳ）」を用い
て、ｗｅｂ上で行うことを可能と
した。

5009 5009170 ソニー㈱ 17 免税コンテナの国内運送届出の緩和

　コンテナ貨物を国内納品先まで
輸送し、荷降ろし後の空きコンテ
ナを使用して、国内輸送を行うと
する場合の届出手続きについて、
その都度の申請（届出）ではな
く、事前に一定期間分をまとめて
行う包括申請（届出）、または、
ｗｅｂ上での申請を認めていただ
きたい。

荷降ろし後の空きコンテナを国内
輸送に転用することは、その都
度、書類を作成し、税関に出向い
て手続きを行えば実施できること
になっているが、実際にはタイミ
ングの問題でかなり難しく、結
果、空車回送となってしまう。現
行の海上コンテナ運送料も片道空
車回送を前提にした特殊運賃制度
（往復運賃制）になっており、事
業者に過大なコストを課してい
る。物流部門は、経済活動の基幹
インフラであり、リソースを活用
し最大限の効果が得られるよう、
制度を見直していただきたい。ま
た、空きコンテナの国内輸送転用
が簡便に行えるようになれば、事
業者にとっての効率的な輸配送が
行えるほか、交通量を削減できる
ので物流部門の環境負荷の削減に
も繋がる。

・コンテナに関する通
関条約及び国際道路運
送手帳による担保のも
とで行なう貨物の国際
運送に関する通関条約
の実施に伴う関税法等
の特例に関する法律第
８条

財務省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z0700160
免税品の国際線到着
エリアでの販売の容
認

関税法第３条、輸入品
に対する内国消費税の
徴収等に関する法律第
６条第１項

　免税売店は、国際空港における
出発エリアに設置されている。 ｆ -

　関税及び内国消費税は国内で消
費される貨物に対して課税するも
のであり、国際空港の出発エリア
においては、貨物が出国者によっ
て外国に持ち出されることから、
国内で消費されないこととなるの
で、課税することなく販売を認め
ているものである。
　他方、国際空港の到着エリアに
おいては、貨物が入国者によって
直ちに国内に持ち込まれることと
なることから、関税及び内国消費
税の課税の制度の趣旨からみて、
課税することなく販売を認めるこ
とは適当でなく、本件要望は税の
軽減そのものであり、検討要請事
項の対象とはなり得ない。
　また、税関手続の国際的な調和
等を目的とする国際機関である世
界税関機関（ＷＣＯ）において
も、その趣旨を踏まえ、国際空港
における免税販売は出国者に限っ
て行うことが勧告されており、こ
のような取扱いが国際標準となっ
ている。

5014 5014010
(社)関西経済連
合会 1 免税品の国際線到着エリアでの販売

関税法、たばこ税法、酒税法で
は、免税品を輸出扱いとして免税
にしていることから、販売を国際
線出発エリアに限定しているが、
国際線到着エリアにおいても免税
品の販売を可能とする。

旅客のニーズがあり、関空の非航
空系収入の増収が期待される。シ
ンガポール、台湾、香港では、国
際線到着客に対して免税品を販売
している。

関税法、たばこ税法、
酒税法 財務省 ［新規要望］（関西国際空港活性

化のための規制緩和要望）

z0700170
関空の貨物地区内の
保税輸送手続きの廃
止

関税法第６３条第１項
　外国貨物は、税関長の承認を受
けて、外国貨物のまま保税地域等
の間を運送することができる。

ｄ -

　保税運送手続については、運送
の状況その他の事情を勘案して取
締り上支障がないと認められると
きは、最長１年間内に行われる保
税運送を一括して承認することが
可能であり、この場合には、個々
の保税運送について、その都度承
認を受ける必要はない。

5014 5014030
(社)関西経済連
合会 3 関空の貨物地区内の保税輸送手続きの廃止

関空島内にある上屋から上屋への
貨物を移動させるごとに必要とな
る保税輸送の申請手続きを廃止す
る。

例えば、あるフォワーダーは、１
日当たり１，０００件以上の手続
きを行っており、この手続きを廃
止することにより、円滑な貨物の
取り扱いが可能となる。

関税法 財務省 ［新規要望］（関西国際空港活性
化のための規制緩和要望）

z0700180 法定耐用年数の短縮
承認手続きの簡素化

①法人税法施行令第57
条②法人税基本通達7-
3-22

ｆ

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

5034 5034520
(社)リース事業
協会 52

法定耐用年数の短縮承
認手続きの簡素化等に
ついて

①耐用年数短縮申請手続きの簡素
化②法人税基本通達7-3-22中の
「規則第16条第2号に該当する場
合において」の削除

①耐用年数の短縮手続きが簡素化
され、その部分のリース取扱いが
拡大する。②耐用年数の短縮事例
が増え、法人の所有する設備の更
新サイクルが早まることで需要を
喚起できる。

①リース資産について法定耐用年
数の短縮承認を受ける場合、貸主
が借主の設備の使用状況を把握
し、資料作成及び承認申請を行い
承認を受ける形となっているが、
借主が既に同様の資産について耐
用年数短縮承認を受けている場合
でも、リースによる場合は新たに
承認手続きが必要となる。同一の
使用環境であるのにかかわらず、
所有者が異なることで短縮申請手
続きをしなければならないため事
務負担が煩雑となる。②耐用年数
の短縮申請を受けた減価償却資産
で規則第16条第2号に該当する場
合、その後取得した資産について
も承認に係る耐用年数を適用でき
る。基本通達7-3-22によると、規
則第16条第2号に該当する「特掲
されていない設備」に限定されて
しまい、例えば液晶ディスプレイ
製造設備（2829）等、特掲されて
いる設備については適用除外とな
る、取得及び除却がある度に毎年
個別短縮申請が必要となってしま
うため。

①法人税法施行令第57
条②法人税基本通達7-
3-22

財務省

z0700190

高速自動車国道法に
関する新設、改築の
管理に民間投資（寄
付）の活用

ｆ

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

5037 5037020 個人 2

高速自動車国道法に関
する新設、改築の管理
に民間投資（寄付）の
活用

高速自動車国道法に関する新設、
改築の管理は、国土交通大臣が行
うとなっているが、新設及び改築
の工事に要する費用を企業の寄付
を活用する。

高速道路の持つ機能は、大きな経
済効果をもたらす。そして、本当
に必要とする路線、あるべき姿で
の整備は、日本経済の再建の鍵と
も考えられる。
大きな利益を生んでいる企業の資
金を有効に活用、社会への還元の
機会を与えてあげたらいかがか。
整備路線は、寄付する企業に選択
させ、路線の命名も委ねる。ま
た、寄付した額の企業利益につい
ては、無税とする。

高速国道法第６条及び
道路法第５０条他

財務省
国土交通省

・添付資料　１，雑誌　幸福の科
学出版「ザ・リバティ」より抜粋
・高速道路の無料化の経済波及効
果、そして、奈良の大仏建立に当
たっての施策など考える材料にさ
れたい。　　　　　　　　　・松
下幸之助式「ダム経営」論など参
考にされたい。

z0700210 包括事前審査制度の
手続きの簡素化

包括事前審査制度につ
いて（通達）、
航空貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）、
海上貨物通関情報処理
システムを使用して行
う税関関連業務の取扱
いについて（通達）

包括事前審査制度は、輸出者が、
同一種類の貨物を継続して輸出す
る場合において、あらかじめ包括
的に審査することにより,迅速な
通関を図るものである。

c

　包括事前審査制度の適用を受け
た貨物については、あらかじめ審
査を行うことにより、通関時の審
査を簡略化し迅速な通関を図って
いるところである。
なお、包括事前審査制度を利用し
た者の輸出申告であっても非違が
発見されることがあり、必要に応
じて審査・検査を行う必要がある
ことから、通関時の審査・検査権
限を完全に放棄し、包括事前審査
制度を利用した輸出申告のすべて
に対し即時許可（区分１）を認め
ることは適切ではない。

5073 5073100
(社)日本自動車
工業会 10 包括事前審査制度の手続きの簡素化

包括事前審査制度は、通達の改正
により利用しやすい制度にはなっ
てきましたが、その維持・管理に
つきましては、荷主は費用・労力
をついやしております。
これら事情を考慮していただき包
括事前制度を利用して申告につき
ましては、すべて区分１で許可を
いただきたい。

包括事前審査制度適用荷主の輸出
許可については、簡易審査のうえ
許可（区分１）をいただいており
ます。
しかしながら書類審査（区分２）
貨物検査（区分３）を経て許可を
いただいている申告も散見されま
す。
（ＮＡＣＣＳのシステム上の制限
（例：ＨＳコ－ドの欄数オ－バ
－）により、マニュアル申告と
なった場合に多い）

区分２・区分３になった場合輸出
許可に時間又は費用が掛かる。

関税法６７条（輸出・
輸入の許可） 財務省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z0700220 簡易申告制度の拡大
関税法第７条の２、関
税法施行令第４条の
６、第４条の８

 簡易申告制度は、予め税関長の
承認を受けている輸入者が、継続
的に輸入しているものとして指定
を受けた貨物について、法令遵守
の確保を条件に、納税申告の前に
これを引き取ることを可能とする
制度である。当該貨物の指定を受
けるためには、当該貨物の所属区
分ごとの継続的輸入申告が要件と
なっている。

ｂ Ⅱ

(1)簡易申告制度の継続的な輸入
実績の基準については、制度の利
便性を考慮して、平成15年4月以
降年24回から年6回以上へと緩和
を行ったところである。
(2)指定貨物の所属区分について
は、上記緩和の利用拡大状況を踏
まえた上で今後検討を行うことと
したい。

5073 5073190
(社)日本自動車
工業会 19 簡易申告制度の拡大

他法令などにより規制されない、
一般貨物は、年間輸入申告件数の
規制を「撤廃」して頂きたい。ま
た、指定貨物に係る関税率表上の
分類９桁の規制を４桁に緩和して
頂きたい。

税関長の承認を受けた者(特例輸
入者)は、一定の条件を満たす貨
物（指定貨物）の輸入について
は、引き取り申告が認められ、原
則として、税関検査の省略等さま
ざまなメリットが与えられ、迅速
な引き取りが可能となっている。

対象となる指定貨物は、「関税率
表９桁に分類された貨物で、１年
間に２４回以上の輸入許可実績が
あるもの」という条件が付されて
いる。ところが、生産用部品等開
発頻度が多く、多品目にわたる貨
物については、同一梱包の中に輸
入実績が２４回に満たない貨物が
ふくまれていることが多い。この
ように一部であれ、指定外貨物が
混在したものについては、簡易申
告制度の利用が阻害される。

関税法第７条の２ 財務省

z0700230
産業活性化のための
新たな減価償却制度
の導入

法人税法 ｆ

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

5079 5079020 茨城県 2
産業活性化のための新
たな減価償却制度の導
入

我が国における産業の国際競争力
強化や高付加価値化に向けたプラ
ント等の構造転換を推進するた
め、今後、建設・設置されるすべ
ての機器設備（プラント等）を対
象として、①加速度償却制度の導
入（事業環境に応じたフレキシブ
ルな償却期間の設定）、②残存価
額制度の廃止、を内容とする減価
償却制度、③法人税の欠損金にお
ける前期繰戻還付（３年）及び翌
期以降（２０年）の繰越控除制度
の導入を要望するものである。

我が国の産業は、規制緩和の遅
れ、事業環境の未整備等から国際
競争力を失い、産業の国外流出
（空洞化現象）を生じさせ、我が
国経済・産業と雇用に大きな影響
を及ぼしている。かかる事態を避
けるためには、我が国が諸外国と
対抗できる競争力を有し、新たな
立地意欲を創出できる産業拠点で
あることが必要であると考える。
そのためには、日進月歩の最先端
プラント等の稼働期間が短い現状
に即して海外の先進国並の加速度
償却制度の導入・残存価格制度の
廃止、生き残りを賭けた大型合併
によるＳ＆Ｂ（スクラップアンド
ビルド）に不可欠となる法人税の
欠損金における前期繰戻還付（３
年）及び翌期以降（２０年）の繰
越控除など欧米並の事業環境を整
備する必要がある。本要望は、我
が国経済・産業の国際競争力強化
を図ることを目的とし、欧米並の
事業環境を目指し提案するもので
ある。

法人税法 財務省

本県では、企業の事業集約・事業
構造改革や新たな企業進出を促進
するため、地方自治レベルででき
ることとして、全国初の思い切っ
た新規立地に対する優遇税制措置
（法人事業税・不動産取得税・固
定資産税の課税免除）を既に導入
している。

z0700240
コンビナート内にお
ける副産品の非課税
化

石油税法第３条、揮発
油税法第１条 ｆ

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

5079 5079030 茨城県 3 コンビナート内における副産品の非課税化

コンビナート内における留分の有
効活用を促進するため、コンビ
ナート内の製造過程で副生する副
産品について、コンビナート内で
消費される場合に限り、利用目的
の如何にかかわらず、石油税及び
揮発油税を非課税（還付制度創設
を含む）とする。

①石油化学事業所で発生する留分
を石油精製事業所でガソリン添加
用として利活用される場合石油税
の対象となる、②灯軽油をエチレ
ン製造用として使用する場合石油
税の還付制度がない、等により十
分な留分の有効利活用が図れてい
ない事例についてその促進を図る
ことが可能となる。

コンビナートにおける国際競争力
を強化する上では、コンビナート
内で発生する留分を如何に有効
的、かつ安価で利活用できるかが
極めて重要となっている。本要望
は、性状（カーボン数、比重
等）、用途等により石油税又は揮
発油税の対象となってしまうため
に留分有効利活用の妨げとなって
いる現状に鑑み、我が国産業の国
際競争力強化を目指して提案する
ものである。

石油税法第３条、揮発
油税法第１条 財務省

z0700250

民間活力の発揮に向
けた情報システムに
関する政府調達制度
の改善

なし

「情報システムに係る政府調達制
度の見直しについて」（平成１４
年３月情報システムに係る政府調
達府省連絡会議了承､１４年４
月、１５年３月改定）の３､(3)､
④において、「・・コストが当初
の予定を下回った場合に減少した
コストの一部を契約の相手方に還
元するといったインセンティブ付
契約の導入について、引き続き検
討する。」とされている。

b

インセンティブ付契約の導入につ
いては、「情報システムに係る政
府調達府省連絡会議」において、
平成１５年度中に結論を得るべく
現在検討中である。

5102 5102390
(社)日本経済団
体連合会 39

民間活力の発揮に向け
た情報システムに関す
る政府調達制度の改善

 インセンティブ付契約（コスト
が当初の予定を下回った場合に減
少したコストの一部を落札事業者
に還元する契約等）や、成功報酬
型契約（例えば、IT化を含め行政
の事業の一部をアウトソーシング
し、その収入を分配する契約や、
落札事業者が提供したサービスが
サービスレベル契約を上回る優良
なものであった場合に追加発注等
のインセンティブを与える契約
等）を導入すべきである。
　なお、インセンティブ付契約、
サービスレベル契約の導入等につ
いては、「平成15年度中に結論を
得るべく現在検討中（「各府省等
における規制改革に関する内外か
らの意見・要望等に係る対応状況
（平成14年度版）」[平成15年5
月]とされているが、早期に結論
を得て実施すべきである。

 インセンティブ付契約や成功報
酬型契約は、企業にとって効率的
で革新的なプライシング・モデル
を提案するインセンティブとな
り、ＩＴサービス産業の競争の促
進にもつながる。インセンティブ
付契約等の導入は、行政における
財政規律の向上にも資する。

情報システムに係る政
府調達制度の見直しに
ついて（平成14年３月
29日情報システムに係
る政府調達府省連絡会
議了承、平成14年4月
22日改定、平成15年３
月19日改定）

総務省
経済産業省
財務省
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

z0700260

リース等が競争上不
利となる補助金制
度・税制等について
（２）税制

①租税特別措置法第57
条、②租税特別措置法
第42条の11

ｆ

税制は規制の対象外であり､当該
要望は税制上の措置にあたるた
め､検討要請事項の対象とはなり
得ない

5034 5034401
(社)リース事業
協会 40

リース等が競争上不利
となる補助金制度・税
制等について（２）税
制

リース及び割賦販売（以下、
「リース等」という。）によって
設備を使用する顧客等は、次のよ
うな設備投資に係る優遇税制等を
利用することができない。また、
リース会社間の競争条件が不公平
なものがある。①電子計算機買戻
損失準備金制度  コンピューター
の製造・販売業者が本制度による
準備金を損金算入できる条件は
「特定電子計算機貸付会社」との
取引に限られている（ほとんど全
てのリース会社は対象外である）
ため、制度の廃止等により競争条
件を同一とすること。  ②ＩＴ投
資促進税制   リース利用による
税額控除制度は資本金3億円超の
法人は利用できない。また、「貸
付用の用に供した場合を除く」た
めリース会社のリース資産につい
て適用が受けられないため、リー
スに係る不公平措置を撤廃するこ
と。

①②・ユーザーの設備の利用・調
達形態の選択肢が拡大する。・各
種制度にリース等を適用すること
により、各種制度の目的である投
資拡大効果等が拡大する。

①②・リース等が競争条件で著し
く不利となっている。・ユーザー
の設備利用（調達）手段を狭めて
いる。

①租税特別措置法第57
条、②租税特別措置法
第42条の11

財務省

会計法29条の3、予算
決算及び会計令
第72条

各省各庁の長は、契約の種類ごと
に、経営の規模及び経営の状況に
関する事項について一般競争に参
加する者に必要な資格を定めるこ
とができる。

d ご要望の点については、会計法令
上なんらの規制はない。

1   平成13年度実施分から物品製
造等の資格審査申　　請書の様式
は全省庁統一されており、紙及び電
子媒体を選択することにより資格審
査申請を行うことができる環境設定
がなされている。
(要望事項40）

ｅ 1 措置済み

2  工事等の資格審査申請書の様
式は中央  公共工事契約制度連絡
協議会が定める統一様式を参考に
財務省は当該申請書の様式を作成
しており、申請書の媒体は紙のみと
している。
(要望事項38・40)
３　財務省が実施する入札について
は、電子入札を平成15年度内に導
入する予定で検討を進めているとこ
ろである。　　　　　　　　　（要望事項
38）

ａ Ⅳ

２　工事等の競争参加資格審査申
請については国土交通省が基幹省
庁となり、平成16年度実施分から
電子的方法により資格審査の受付
が可能となるように現在、検討し
ているところである。　なお、資
格審査申請書の様式についても統
一する予定である。

5034 5034380
(社)リース事業
協会 38

官公庁・地方自治体の
入札制度、契約制度の
改善

・官公庁の入札制度において、参
加資格審査申請や入札業務などの
諸手続きは官公庁によって異なっ
ている。このため、申請内容の多
くの項目が重複しているものの、
申請様式はそれぞれ異なってい
る。・また、申請は紙でのみ行な
われている。・統一基本様式を定
め、団体や法人の特殊要因により
様式をオプションで付加する方式
に改善すべき。・また、昨今のＩ
Ｔ社会化に対応し、申請業務をＩ
Ｔと紙の選択制とすべき。

・入札制度の諸手続きの統一化に
伴い、官民両方の過重な事務負担
が軽減できる。

・例えば、公用車のリースによる
導入は、車両管理面やコスト削減
面から今後促進される事が想定さ
れる。その点で、官民両サイドの
事務作業の効率化、円滑化の観点
から入札制度の諸手続きの統一化
に関する措置を講ずる必要がある
ものと考える。

地方自治法等 全省庁

z0700270

全省庁

公用車のリースによる導入は、車
両管理面やコスト削減面から今後
促進される事が想定される。その
点で、官民両サイドの事務作業の
効率化、円滑化の観点から入札制
度の諸手続きの統一化に関する措
置を講ずる必要があるものと考え
る。

統一基本様式を定め、団体や法人
の特殊要因により様式をオプショ
ンで付加する方式に改善すべき。
また、昨今のＩＴ社会化に対応
し、申請業務をＩＴと紙の選択制
とすべき。

官公庁の入札制度、
契約制度の改善

予算決算及び会計令
第72条
財務省省所管会計事務
取扱規則(昭和43年大
蔵省訓令第１号）第14
条
財務省所管の物品製造
等の契約に係る競争参
加者資格審査事務等取
扱要領の制定について
(平成12年12月27日付
蔵会第4096号)
財務省所管の建設工事
等の契約に係る競争参
加者資格審査事務等取
扱要領の制定について
(平成12年12月27日付
蔵会第4096号)

官公庁の入札制度、契
約制度の改善405008 5008400 オリックス㈱
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規制改革集中受付月間／全国規模での規制改革要望に対する回答（様式１）
（回答欄） （要望事項欄）

管理
コード 項目名 該当法令等 制度の現状 措置の

分類
措置の
内容

措置の概要
（対応策） その他

規制改革
要望
管理番号

規制改革
要望事項
管理番号

要望主体
規制改革
要望
事項番号

規制改革要望事項
（事項名） 別表番号 具体的規制改革要望内容 具体的事業の実施内容 要望理由 根拠法令等 制度の所管官庁 等 その他（特記事項）

5008 5008110 オリックス㈱ 11 公的機関向け等のリース契約の長期継続契約

OA機器等の物品、自動車の賃貸借
においても、中央省庁・地方公共
団体の双方において、現行の地方
自治法の不動産の賃貸借契約同様
の措置を講ずるべきである。
本事項については、平成15年３月
に閣議決定された「規制改革推進
３か年計画（再改定）」におい
て、「政府調達における、事務機
器や情報機器のリース契約等の在
り方を改善する観点から、これら
の契約等の実態について調査を行
う。【平成15年度に調査結果を踏
まえ検討】」とされた。実態調査
の結果についての情報開示を要望
するとともに、調査を踏まえて早
急に改善策の検討を開始し、結論
を得、措置を講ずることを強く要
望する。

現在、各省庁が機器を導入するに
際しては、その機器を複数年度に
わたって使用することが明白であ
る場合においても、予算による国
庫債務負担行為として扱わずに、
単年度リース契約を更新すること
によって対応している。これは、
予算による国庫債務負担行為とし
て扱うことを、各省庁が手続上の
煩雑さゆえに敬遠していることが
主たる理由と考えられる。上記の
単年度リース契約については、ほ
とんどの場合にリース会社が投資
元本の未回収リスクを負ってい
る。投資元本の未回収リスクを負
うか否かはリース会社の判断であ
るが、現行の制度が、複数年度に
わたるリース契約の利用を妨げ、
実質的に、単年度リース契約締結
によるリース会社のリスク負担を
強いている。

財政法第１５号、会計
法第２９条の１２、予
算決算及び会計令第１
０２条の２
（地方自治法第２３４
条の３）

財務省

5034 5034010
(社)リース事業
協会 1

国・地方自治体等の
リース契約の取扱い等
（検討の早期開始等）

・OA機器等の物品、自動車の賃貸
借においても、中央省庁・地方公
共団体の双方において、現行の地
方自治法の不動産の賃貸借契約同
様の措置を講ずるべきである。・
本事項については、平成15年３月
に閣議決定された「規制改革推進
３か年計画（再改定）」におい
て、「政府調達における、事務機
器や情報機器のリース契約等の在
り方を改善する観点から、これら
の契約等の実態について調査を行
う。【平成15年度に調査結果を踏
まえ検討】」とされた。実態調査
の結果についての情報開示を要望
するとともに、調査を踏まえて早
急に改善策の検討を開始し、結論
を得、措置を講ずることを強く要
望する。

・各省庁においてリース取引の導
入が促進されることで、調達方法
の多様化が図れる。

・現在、各省庁が機器を導入する
に際しては、その機器を複数年度
にわたって使用することが明白で
ある場合においても、予算による
国庫債務負担行為として扱わず
に、単年度リース契約を更新する
ことによって対応している。これ
は、予算による国庫債務負担行為
として扱うことを、各省庁が手続
上の煩雑さゆえに敬遠しているこ
とが主たる理由と考えられる。上
記の単年度リース契約について
は、ほとんどの場合にリース会社
が投資元本の未回収リスクを負っ
ている。・投資元本の未回収リス
クを負うか否かはリース会社の判
断であるが、現行の制度が、複数
年度にわたるリース契約の利用を
妨げ、実質的に、単年度リース契
約締結によるリース会社のリスク
負担を強いている。

財政法 第１４条の
２、第１５条、会計法
第２９条の１２、予算
決算及び会計令 第１
０２条の２
（地方自治法 第２１
４条、第２３４条の
３）

財務省

z0700280
国の機関向け等の
リース契約の長期継
続契約

財政法第15条、会計法
第29条の12、予算決算
及び会計令第102条の
２

会計法第29条の12は、電気、ガ
ス、水の供給電気通信役務の提供
について、①当該契約により供給
又は提供される物、役務等の品質
が時の経過により変化せず、一定
のものであること、②あらかじめ
債務の額が確定できないなどのた
めに国庫債務負担行為によりがた
いものであること、などから長期
継続契約とすることができること
としている。本件は、経年により
減価する可能性のある機器の複数
年度にわたる提供であり、また、
あらかじめ債務の額が確定されて
いるものであることから、長期継
続契約にはなじまない。

d

ご要望の点について、複数年度に
わたる契約が必要な場合には、国
庫債務負担行為によることが可能
である。
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